
令和元年度提出 温室効果ガス排出抑制計画実施状況報告書 業種別集計結果

○計画期間： 令和元年度～令和3年度

○計画基準年度： 平成30年度

○計画目標年度： 令和3年度

○実施年度： 令和2年度
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7 37,383 -12.9 39,604 5.9 30.4 33,576 -10.2 34.4 29,729 -20.5

1 8,360 -4.9 7,950 -4.9 -5.7 7,888 -5.6 -10.3 7,628 -8.8

1 3,034 -3.0 2,943 -3.0 -14.5 2,595 -14.5 -17.8 2,493 -17.8

1 3,147 -8.5 3,000 -4.7 83.4 2,665 -15.3 256.1 1,673 -46.8

1 2,883 -4.4 2,758 -4.3 -71.8 815 -71.7 -72.6 792 -72.5

11 54,807 -10.1 56,255 2.6 18.6 47,539 -13.3 36.0 42,315 -22.8

4 175 164 -6.2 161 -8.0 153 -12.6

4 175 164 -6.2 161 -8.0 153 -12.6

15 54,982 56,419 2.6 47,700 -13.2 42,468 -22.8

注１　事業種別は日本標準産業分類（平成19年度改訂版）の中分類による。

注２　トライアル事業者は原単位排出量の報告を求めていない。

注３　温室効果ガスの排出量、対基準年度比については端数処理（小数点第1位で四捨五入）をしているため、

       表中の数値を用いた計算と合致しない場合がある。

注４　事業者の計画の変更等によりこれまで公表した数値と差違が生じている。
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